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渡部 光 
 
１ パラサイト化社会と世代間格差 
 昨今、大学新卒者の就職内定率の低迷、非正規雇用の増加、ワーキングプア、ネットカ
フェ難民といった、「若年層の就労問題」にまつわるキーワードが各メディアに散見されて
いる。若年世代にとっての社会的な葛藤は、就労問題にまつわるものを除けばほとんど存
在しない（土井 2008）とまで語られるように、いま、「若年層の就労問題」は、方々から大
きな関心を寄せられている。 
こうした状況を生む現代社会の構造を端的に表す言葉として、「世代間格差」というもの
がある。高度経済成長やバブル景気の恩恵を受け、恵まれた環境に育ったとされる年配世
代と、1990 年代以降の経済的低成長期の影響を受け、苦しい就労問題に直面しているとさ
れる若年世代の間に、「世代」で分断された格差が横たわっているというのである。 
この認識は、戦後日本の驚異的な経済成長を支えたのは、経済発展の三種の神器と呼ば
れる「終身雇用」、「年功序列」、「企業別労働組合」であったという議論に起因する。企業
は終身雇用制度と年功序列制度、企業別の労働組合の働きにより獲得される福利厚生によ
って、新卒入社時から生涯にわたって正社員を守ってきたという。それに応えるように社
員は労働を積み重ね、国の経済発展、企業の発展、そしてその賃金を受け取る労働者の家
庭の経済的上昇といった要素が絡み合い、それぞれが右肩上がりの様相を呈していた。 
しかし、1990 年代以降の低成長期に入り、「右肩上がり」の経済成長が見込めなくなって
くると、先述の三種の神器はその機能を果たせなくなってくる。というのも、企業として
現状以上の利益を生み出すことが期待できなければ、年功序列式に従って賃金を上昇させ
る余裕はなくなってくるからだ。また、すでに年功序列の恩恵により高い賃金を受け取る
ようになっている年配世代は、その生産性に比してコストの高い労働力となってしまい、
たちまちリストラの対象になってしまう。こうした状況の中で企業は、正社員として働く
人々の地位を守るため、新たな正規雇用を縮小していく方針を掲げた。労働の大部分を、
手厚い社会保障を必要とせず、柔軟に利用可能な非正規雇用に担わせることで、そのコス
トを削減しようと試みたのである。 
この方針転換に着目すると、経済成長期に就職適齢期を迎えた世代と、低成長期以降に
就職適齢期を迎えた世代との間に、「正規就労」と「非正規就労」という就労形態の差異が
存在することがわかってくる。正規就労であれば、働けば働くほど、長く勤めれば務める
ほど賃金が上昇するし、終身雇用のシステムによってその地位が安定的に守られる。手厚
い福利厚生もあり、厚生年金の存在により、定年退職後の生活もある程度の見通しがつく。
しかし、非正規就労の場合は、賃金や地位の上昇はほとんど見込めず、また終身雇用の制
度もないため、必要に応じて職場を追われてしまう可能性も出てくるなど、一転して不安
定な立場を余儀なくされる。手厚い社会保障もなく、厚生年金なども期待できないため、
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労働が難しくなる老齢期の生活の見通しもほとんどつけられない。 
以上のような状況から、就労問題における「世代間格差」とは、前述のような三種の神
器、「終身雇用」「年功序列」「企業別組合（福利厚生）」の恩恵を有する年配世代と、有し
ない若年世代との間の格差論であると解釈することができる。これを言い換えれば、「正規
就労」と「非正規就労」という就労形態の生み出す格差であるとも捉えられるため、正規
就労として社会参画することが極めて困難な立場に置かれてきた「女性」や、正規雇用の
座をリストラ等で追われてしまった「非正規就労の年配世代」、安価な労働力としてその多
くが非正規雇用の立場にあるという「外国人労働者」など、様々な立場の人々が「世代間
格差」の指摘する就労問題に直面していると言える。これは「若年世代」の人々に限られ
た問題ではなく、むしろ、雇用形態による「正規・非正規間格差」と捉えるべきものであ
るとも言えるはずである。 
では、なぜ「世代間」に着目してこの問題が語られているのだろうか。もちろん、問題
の根幹となる「非正規就労」としての立場が拡大されてきた、という昨今の事情により、
世代間に正規・非正規の占める割合の差が広がっているという状況も一因にあるだろう。
しかし、それに加えて、山田昌弘の指摘する「パラサイト化社会」（山田 2004）の示す構造
が、「世代間」という切り口が多用される状況に大きく関係していると言えるのではないだ
ろうか。 
「パラサイト」とは、正規就労の立場と一定の財産を持つ親世代に、経済的な依存を続
ける子世代の状況を、「寄生」と言い表す手厳しい表現である。論者の山田昌弘は 1999 年
当時にこの「寄生」にも等しい状況を指摘し、「自立して働くよりも、親世代の財産や稼ぎ
をあてにして実家で暮らしていた方がいい暮らしができる」ために、就職も結婚も考えな
い独身者の存在を明らかにした（山田 1999）。しかし、それから 5 年後の 2004 年には、積
極的に親世代に寄生する若者の姿だけでなく、外に出て働きたくとも働けないために、「寄
生せざるを得ない」状況に置かれた若者の姿と、そうした状況が拡大してきているという
事実を論じている（山田 2004）。 
この 5 年の間に生じた変化は、言うまでもなく前述の経済的低成長の影響がより色濃く
見え始めたことによる。 
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戦後の経済成長は、前述の三種の神器の恩恵を受けた正規就労の父親が、家族にその稼
ぎを投資し、また母親が家庭を守り、父親により投資された賃金を用いて子どもを教育し、
教育された子供が社会に出ていき、やがて父親・母親と同じ立場に立つという再生産の仕
組みにも支えられていた（図参照）。 
「パラサイト化」の示す問題は、子どもがいつまでも自立せず実家に引きこもる、とい
う状況によって、上掲の図における子どもから父親へ至る矢印が絶たれ、家族の再生産機
能が失われてしまった、ということにその根幹がある。 
冒頭で述べた企業の雇用縮小方針により、「パラサイト化」せざるを得ない「非正規就労」
の若者が増加した。それにより、戦後日本の「家族」「教育」「仕事」の関係が織りなす社
会的再生産が機能しなくなり、親世代と子世代との間にますます大きな経済的格差が広が
ることになった。この構造こそが、「正規」「非正規」という就労形態間の格差問題を、「世
代間」という切り口で語らせる要因になっているのだと言えるのではないだろうか。 
 このように、パラサイト化という構造と「世代間格差論」は、強く関係し合う事象だと
考えられる。本稿は、これらの関連する問題を踏まえ、それが生み出す「格差社会問題」「貧
困問題」といったテーマに、現代社会がいかなる解決策を用意できるのか、という展望を
試みるものである。 
 
２「世代間格差」問題のもたらす不安と「共同体」の希求 
 前節でパラサイト化社会という問題構造の存在を述べたが、現状では、そのパラサイト
化社会の問題性が切迫したものになっていないことについても言及しておくこととする。
というのも、正規職に就けない子どもを抱える家庭は、確かに家庭内における労働力の再
生産が難しく、世代間の格差を拡大させていく危険を秘めた状況にあると言える。しかし、
現状では、一定以上の稼ぎや貯蓄のある親世代が子を養うことで、バランスが保たれてい
る場合が多い。山田の指摘する「パラサイト化」も、パラサイトを可能とする親が健在で
あり、養うことと養われることのバランスが取れている限りにおいて成立する状況である
ため、決して「明日をも知れぬ」という切迫した貧困問題に直結しているわけではないの
である。 
 しかし、パラサイト先である親世代も、やがて定年退職を迎えるであろうし、高齢化に
従い要介護状態に移行することも考えられるし、死亡してしまう可能性も存在している。
将来的には、パラサイトする先にも経済的な力が無くなってしまうという状況が強く懸念
されるわけである。そうなると、パラサイト生活を続けていた若年世代も、そこから脱却
し、労働に勤しむ必要が出てくるわけであるが、そのための社会的基盤はきわめて少ない
という問題がある。 
 たとえば、パラサイト生活を続けていた若者が、いざ自立して就職しようとしたとして
も、現行の新卒一括採用の就職システムの中では、新規学卒者・有資格者以外の就職ルー
トは限られてしまう。正規雇用の安定的な職種や就労支援、職業訓練などのシステムも少
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なく、パラサイト先の親世代という経済的リソースを失うことで、より貧困が固定化・拡
大されていく恐れがあるのである。とはいえ、こうした問題は親世代が経済的なリソース
として機能する間は表面化しないため、当事者にとってもあくまで「将来的な不安」に留
まっている場合が多いことも指摘しておく。 
 次に、あくまで貧困が将来的な問題に過ぎないとすれば、ここまで述べてきた「世代間
格差」、「パラサイト化社会」、「戦後日本の家族・教育・仕事の関係の崩壊」といった諸問
題が、現在の若年世代にどのような影響を与えているのかを検討する。 
 まず挙げられるのが、「非正規雇用」としての立場に置かれた場合の、「収入の低さ」、「雇
用待遇の悪さ」などから、将来的な生活の安定が危ぶまれるという「経済的な不安」に直
面しているという点である。この問題点は、先述の通り、将来的なものとして漠然と感じ
ている場合が多いと言える。 
 次に挙げられるのが、「教育」を経て「仕事に就く」あるいは「家庭に入る」という近代
家族モデルの示した生き方ができなくなったことにより、社会的な承認の欲求が満たされ
なくなってしまい、社会的な役割が持てない、「アイデンティティの不安」に直面した、と
いうものだ（見田 2008,土井 2008）。土井義隆は、アイデンティティの不安に苛まれ、社会
的な葛藤問題ではなく、身の回りの個人的な関係性の中で、他者にどう承認されて生きて
いくか、という問題に悩まされながら生きる若者の姿を論じている。経済的な不安が将来
的なものである以上、現在の若者にとっての目下の不安は、この「アイデンティティの不
安」であるともいうことができる。 
 こうした「経済的な不安」、「アイデンティティの不安」という問題に応えるための方策
として、昨今では、「共同体」に期待を寄せる言説が注目を集めている。「共同体」に期待
を寄せる言説は数多くあるが、それらの「新たな共同体」言説を、若者論者の古市憲寿が
分析したものがある（古市 2010）。この古市の分析を題材に、就労問題解決のための方策の
展望を試みる。 
 古市はジェラード・デランティのコミュニティ論（Delanty2003=2006）を挙げ、「新た
な共同体」に期待を寄せる言説の要旨を説明している。デランティによれば、ポスト・モ
ダンの時代を迎え、流動化し「ますます不確実さをましていく世界」において、「安全性と
帰属を与える根源」として、「再発見されたコミュニティ」が必要になるのだという。とい
うのも、右肩上がりの経済成長とそれを支える「仕事」「家族」「教育」というモデルが存
在していた安定的なモダンの時代が終焉を迎え、自由主義と個人主義化が台頭する流動的
な世界は、先述の通り、「経済的な不安」と「アイデンティティの不安」を生む世界となっ
てしまった。その中で、経済的な安定という「安全性」と、満たされなくなった承認欲求
を担保する「帰属」を与える根源が必要になったのだという論旨だ。その根源として、参
加者の相互補助などが可能で「安全性」を担保し、「帰属」の先にもなり得る「コミュニテ
ィ」が見直されるべきである、という。「再発見されたコミュニティ」とは、従来のムラ社
会や宗教などにあった強固な規範性や強制力のあるものとしてではなく、参加が選択的で
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あり、自由な在り方を可能としたうえで、安全性と帰属を担保する「新しいコミュニティ
の在り方」を意図している。 
 古市はこうしたデランティの議論を参照しながら、日本の若者論者たちの言説も「共同
体」に目を向けていることに着目し、分析を続ける。たとえば中西新太郎は、若者たちの
間にある経済的な不安に対し、若者たち自らが組織的な労働運動や社会運動を成立させる
ことを期待しているが、その基盤として、若者たちが「共同性」を確保する必要があるこ
とに言及している（中西 2009）。個人主義化・細分化していると指摘される昨今の若者同士
が共同性を確保することはいかにして可能なのかという疑問もあるが、サブカルチャーを
通して構築される「小さな社会」が若者たちの拠り所になる（同 2004）とも述べており、
「新しい共同体」に大きな関心と期待を持っていることをうかがわせる。 
 また就労問題をその最前線で扱う湯浅誠や仁平典弘も、貧困から脱出しようとする意欲
を生み出すために、個人に帰属できない関係性や共同性が必要であると指摘する（湯浅,仁
平 2007）。さらに、所得保障などに加え、相互承認を生み出しうる「市場」とは異なる社会
関係（ワーカーズコレクティブや自助グループを含んだ多様なネットワーク）などを挙げ、
「新しい共同体」の在り方にも言及している。 
 新自由主義競争の在り方に言及する鈴木謙介も、新自由主義競争の外部に、「そのままで
認め合える関係」による「存在論的安心」を確保する「承認の共同体」が必要であり、承
認の共同体を機能させたうえで、市場の競争へ再挑戦できるようなシステムを作るべきで
あると述べている（鈴木 2008）。 
 上掲の論者の主張に共通する点として、「世代間格差」にまつわる諸々の問題が生み出す
二つの不安（「経済的な不安」、「アイデンティティの不安」）への回答を、「新しい共同体」
に見出している、という点が挙げられる。まず「アイデンティティの不安」への回答を「承
認の共同体」に見出し、その上で「経済的な不安」の解消への道を探る、という構造も共
通している。また、「アイデンティティの不安」が解消されない限り、「経済的な不安」を
解消する道筋は見えない、という認識も共通しているように思われる。 
 以上のことから、若者の「共同性」を担保した上で、就労問題の解決という「目的性」
を持たせる、といった「新しい共同体」の役割が期待されているという状況が読み取れる。 
 
３「新しいコミュニティ」概念 
 しかし、前節で述べた「新しい共同体」とは、具体的にはどのようなものであり、どの
ようにして存在が可能なものなのであろうか。前述のデランティ（Delanty2003=2006）を
参照してみよう。 
 デランティは、近年、階級、ジェンダー、民族、エスニシティなどの堅固な構造が脱構
築され、それによって自己が繋ぎ止められなくなってきた、という状況を語る。脱構築さ
れたはずの自己に目が向けられ、アイデンティティが大きな争点になっているのは、自己
の準拠点が不安定になってきたためであるという。 
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 「新しいコミュニティ」に対置される「従来のコミュニティ」は、階級、ジェンダー、
民族、エスニシティなどの堅固な構造によるものであるが、ポスト近代に入り、人々はそ
の堅固な構造から自由になった。そのため、自己が構造の中に位置づけられることもなく
なり、自由な反面、その準拠点が不安定なものになってしまったというのだ。その結果、
先述した「アイデンティティの不安」や「経済的な不安」といった問題が人々の間で表面
化してきたという。 
 こうした不安に対し、再び「従来のコミュニティ」を再興させ、階級やジェンダー、民
族、エスニシティといった構造に人々を回収させようと試みても、それらが脱構築され力
を失った今ではうまくいかない。そこで、従来のコミュニティにあった統一性、一貫性を
超えた、「新しいコミュニティ」（＝ポストモダン・コミュニティ）の需要が生じてきた、
というわけだ。 
 そしてデランティは、新しいコミュニティの事例として、「仲介的空間」「嗜好のコミュ
ニティ」「友愛のコミュニティ」といった具体的な在り方を紹介している。 
「仲介的空間」とは、空港のラウンジや通勤電車、レジャーセンター、コーヒーショッ
プなどといった、細分化されてしまった「個人的生活空間」の間に存在する空間のことを
指す。「家庭」と「職場」といったごく個別的な生活空間同士を仲介する空間としての通勤
電車内、空港などといった場所は、異なった諸活動を行う人々同士が、言語を交わさずと
も共通のマナーを有し、感情や経験を共有しうる場所と言える。またそれは、強制力やわ
ずらわしい拘束力のない、「自由で新しいコミュニティの在り方」として認識できるのだと
いう。デランティはその具体例として、9.11 の同時多発テロを経験したニューヨーク市民
らの、「共通のトラウマと悲嘆」という経験を通じたコミュニティ精神を構築した事例を挙
げている。 
 また「嗜好のコミュニティ」では、個々人の嗜好に基づくライフスタイルの選択により、
非拘束的で規範的な内容をほとんど伴わない形で、似通った嗜好やライフスタイルを持つ
人々が繋がりを持ちうる可能性について言及している。デランティ自身、嗜好のコミュニ
ティは非常に限定された形であり、常に生まれては消滅するものであるため、コミュニテ
ィと呼ぶべきではないかもしれないという注釈を入れているが、嗜好による人々の繋がり
は自己の自律性を壊さないような形で存在可能な繋がりであり、「従来のコミュニティ」に
比して自由な、「新しいコミュニティ」と捉えられるのだという。 
 また「友愛のコミュニティ」は、伝統とそれに根差した家族的なコミュニティが力を失
いつつあるなか、近接性を持つ友人との象徴的な形を持たないコミュニティが、互いの生
活を支えている事例によって説明される。近代社会において、消費と労働による社会の原
子化が社会統合の維持を不確かなものとしたため、個人的アイデンティティと集団の絆は、
労働や家族以外の「インフォーマルなネットワーク」によって形成されるようになってき
た。労働や家族といった機能的な繋がりではなく、「友愛」を基にした繋がりは、環境に応
じて容易に動員可能な、柔軟で脱領域的なコミュニティであるともいえ、「新しいコミュニ
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ティ」の在り方として期待できるのだという。 
 デランティはこれら三種のコミュニティを「新しいコミュニティ（＝ポストモダン・コ
ミュニティ）」の事例として挙げている。階級、ジェンダー、民族、エスニシティといった
統一的で強制力のある要素を根拠とするコミュニティを「従来のコミュニティ」とした上
で、「新しいコミュニティ」の事例を見返してみると、その特徴として、選択的な参加が可
能であり、規範性や強制力がない点が強調されていることがわかる。 
 前節ではこうした「新しい共同体」に、現代日本における「経済的な不安」と「アイデ
ンティティの不安」に対する回答を求めようとする議論を参照してきたわけであるが、デ
ランティの参照で明らかになった「新しいコミュニティ」の在り方は、はたして「経済的
な不安」や「アイデンティティの不安」に回答を与えうるのだろうか。 
 階級やジェンダー、エスニシティ、民族といった「従来のコミュニティ」は、そこに所
属する者に「帰属」と「アイデンティティ」やある種の「安全性」を与えていたと言える
かもしれない。しかし、デランティの挙げる「新たなコミュニティ」は、そこに所属する
者に帰属やアイデンティティを与えるものになっているのか、疑問が残る。たとえば、仲
介的空間としての都市空間や電車内などは、確かに、非言語的な社交が行われる公共空間
であると言えるかもしれない。しかし、その公共空間を共有するということが、共有する
者に帰属や安心感を与えるとまで言ってしまうと飛躍があるし、「従来のコミュニティ」に
あったような強固な互助関係を生み出すとも考えにくい。 
 コミュニティへの参加が「選択的」であり、規範性や強制力がないことを「新しいコミ
ュニティ」の特徴として強調するが、参加への強制力がないコミュニティであれば、互助
的な行為に対する強制力も働かないため、コミュニティに求めるだけの機能が果たされる
のかどうかにも疑問が残る。加えて、参加を「選択する」に至るまでの人的資源や、基礎
となる分化資本を持たない者が参加することも難しくなることが予想され、「参加できる者」
「参加できない者」との格差拡大といった問題が生じてしまうことも懸念される。 
 とはいえ、デランティの挙げている例はいささか限定的に過ぎ、身の回りに成立してい
る（あるいは成立可能な）コミュニティの在り方として、想像が容易なものとは言いにく
い。具体的にどのようなコミュニティが現代の不安に回答し得る力を持つのか、検討する
必要がある。 
 
４古市憲寿らによる「新しい共同体」の分析 
 先述した古市憲寿は、「新たな共同体」のモデルとして中西の挙げた「ピースボート」の
調査を通じ、上掲の議論を分析している。ピースボートとは、「世界一周の船旅」などをテ
ーマに様々な人が船に乗合い、世界中でボランティア活動などを繰り広げている NGO のこ
とである。以下にピースボート公式 HP の紹介を引用する。 
ピースボートは「みんなが主役で船を出す」を合い言葉に集まった、好奇心と行動力い
っぱいの若者達を中心に、アジアをはじめ地球の各地を訪れる国際交流の船旅をコーディ
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ネートしている非営利の NGO です。ピースボートが目指すもの、それは各寄港地の NGO
や学生達と交流しながら、国と国との利害関係とはちがった草の根のつながりを創ってい
くこと。そんな地球市民のネットワークづくりのために、1983 年から地球一周など 69 回
のクルーズをコーディネートし、これまでに 180 以上の世界の港をめぐってきました。そ
の間に乗船した人は 4 万名あまり。さあ、あなたもいっしょに世界へ向けて船を出してみ
ませんか？ 
（ http://www.peaceboat.org/what/index.shtml  ピースボート公式 HP 「 What ’ s 
PeaceBoat」より、2012.11.20 取得） 
 以上のようにピースボートは、政治的イデオロギーから自由になった上での、若者の自
発的な問題意識によって構成されるボランティア団体であり、新たな「共同性」と「目的
性」を有した共同体である（中西 2009）として注目を集めている。先のデランティに照ら
し合わせても、「選択的な参加」が可能であり、「従来のコミュニティ」にあったような拘
束力や強制力はほとんど存在しないうえ、政治的イデオロギーからも自由になった、「新し
いコミュニティ」としての要件を達しているように考えられる。 
 古市は実際にこのピースボートに乗り込み、3 か月の活動を通じて、「新しいコミュニテ
ィ」としてのピースボートの在り方とその機能を調査した（古市 2010）。 
 その調査によると、ピースボートは、かつては反戦・護憲を掲げた政治色の強い団体で
あったという。しかし、そうしたテーマを掲げていては、多くの参加者が集わなかったた
め、「ボランティア」「世界平和」などのコピーを用意し、政治色を弱めることで、徐々に
参加者を拡大していったという歴史があった。 
 この歴史の中に、現代に「新しい共同体」を構築することの難しさを見出すことができ
る。というのも、個人主義化・多様化・流動化し、政治的な活動に価値を見いだせないよ
うな社会にあって、多くの人を包括する「新しい共同体」を形成するには、より多くの人
との合意形成が図れるような「曖昧で広範」な目的性を用意しなければならない、という
点だ。デランティが「従来のコミュニティ」の根拠となる堅固な構造は効力を失ったと論
じていたように、「反戦」「護憲」といった政治的イデオロギーの存在を感じさせるテーマ
で人々を求心することは難しくなっていると言える。 
 また、古市はこうして形成された「新しい共同体」の機能についても興味深い分析を行
っている。ピースボートへの乗船前に「世界平和」や具体的な「ボランティア」活動を強
く意識していた参加者たちは、ピースボート船内での営みを通じて、社会活動以上に、そ
の場で形成された「居場所」としての人間関係の維持に注力するようになっていったとい
う。これは、共同体を構築するための目的性が偶有的に召喚された「世界平和」であった
ため、次第に目的性が「冷却」されてしまい、共同性のみが残った事例なのではないか、
というものである。 
 というのも、現代において「新しい共同体」の形成を試みる際に、具体的な目的性を設
定すると参加者が集まらないため、誰もが合意できるような曖昧で抽象的な目的性が設定
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される、という共同体の在り方の結果、目的達成への道は漠然としたものになり、目的達
成のための活動ではなく、参加者同士の相互承認や楽しみのための祝祭的な活動にシフト
していくというのだ。このことから古市は、新しい共同体においてはその「共同性が目的
性を冷却する機能を持つのではないか」と分析し、その調査を締めくくる。 
 これらのピースボートを題材にした分析を用いて、冒頭からテーマにしてきた「若年就
労問題」についても検討してみよう。まず、ピースボートのような「新しい共同体」の在
り方が、就労問題をはじめとする現代の若年世代の問題を解決する方策になり得るかどう
かを検討する。 
 まず、事例より、新しい運動体としての共同体の成立には、「より多くの人との合意形成
が図れるような「曖昧で広範」な目的性」がなければならないのだとすれば、「格差是正」
「就労問題解決」といった目的性を持たせたとするとどうなるだろうか。まず、自由主義
的な競争社会における自己責任論が力を持つと言われる（本田 2011）現代に、「格差是正」
というテーマは多くの人の合意形成が図れる段階に達していないのではないか、という懸
念がある。 
 また、若者支援施設やユニオンも「居場所」であることを強調するが、ピースボートの
事例のように、「居場所」という「共同性」に回収されることで、その「目的性」が冷却さ
れてしまう危険性はないのか（古市 2011）という懸念も出てくる。 
 冒頭で述べた「二つの不安」に当てはめて考えれば、仮に「経済的な不安」の解消を目
的として集団が形成されたとしても、その共同体の営みの中で「アイデンティティの不安」
が満たされてしまえば、「共同性が目的性を冷却させ」てしまい、社会運動の成功には繋が
らないのではないか、と考えることができる。 
 さらにこの問題を、「パラサイト化社会」の文脈から解釈してみよう。資本主義競争と経
済成長を前提とした戦後家族モデルの社会では、経済的な地位がアイデンティティを担保
していた部分があることを一節で指摘した。正規職に就けなくなると、「自分が家族モデル
の中のどこに位置づけられるのかわからない」という「アイデンティティの不安」を生み
出すことになる。つまり、「仕事がない＝収入がない」という「経済的な不安」と、「社会
的役割が持てない」という「アイデンティティの不安」は表裏一体であるということがで
きる。 
 また、一節でも指摘した通り、パラサイト化社会の中で親世代に寄生できてしまう環境
にいれば、「経済的な不安」はあくまで将来的なものにとどまり、切迫した問題にはならな
い。そうなると、「アイデンティティの不安」こそが、現在の若者を苦しめていると考えら
れる。そう考えれば、「居場所」となる「共同性」を見つけ、「アイデンティティの不安」
が解消されたとたん、「社会問題」に対する「目的性」が冷却される、という現象に説明が
ついてしまう。 
 「居場所」としての「新しい共同体」は、「アイデンティティの不安」に対する処方箋に
はなるだろうが、「経済的な不安」に対する処方箋にはならない。つまり、現状では、労働
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問題に対する回答として「新しい共同体」が成立してくることも、成立後にそれが機能す
るということにも、大きな期待を持つことができない、と結論付けることができる。 
 とはいえ、経済的な不安が切迫したものになってくれば、こと就労問題に関してはまた
違った様相を呈すのではないかという展望も言い添えておく。 
 
５新しい社会運動 
 ここまで、「新しい共同体」が現在の就労問題にどのような回答を用意できるのかを検討
してきたが、デランティの挙げた事例も、古市の分析したピースボートという事例も、あ
る程度特殊な空間を対象にしたものであり、多くの社会運動や共同体に普遍化出来得る構
造なのかどうかは疑問が残る。 
 そこで別の例として、2011 年 3 月の震災以降、日本社会に大きな影響を与え、様々な方
面から注目の集まっている、原子力発電所問題に対する社会運動に着目し、検討を重ねる
こととする。 
 朝日新聞の記事で、「デモの文化がない」と言われた日本において、原子力発電所事故後
の再稼働を反対する大規模な集会が行われる様子が報道された（朝日新聞 2011.7.19）。こ
れは、個人主義化、多様化、流動化した人々を「反原発」という多数の合意形成が図れる
テーマを設定、「目的性」を持たせ、多くの人々を社会運動に集めた直近の事例であると分
析することができる。 
 記事内では、「反原発」を掲げるこの運動の呼びかけ人が紹介され、25 歳の介護労働者、
31 歳の内装労働者といった、「普段から生活で感じることがある」人々であるとされている。
社会学者の小熊英二は、「再稼働反対」というテーマの向こうに、政界・官界・財界の複合
体を見据え、「内輪で既得権を得ている連中」に対する、「日本の在り方」全体への抗議が
込められた運動だと分析する。 
 これは、就労、社会構造、政治などに対する個別的な社会問題を、「反原発」というテー
マによって包括したことで、大規模な社会運動として成立したものだと解釈することがで
きる。この点をみると、「世界平和」というテーマを設定し、「新たな共同体」を構築した
ピースボートと似た構造があると言えるだろう。ピースボートと同じく、偶有的な「脱原
発」という目的性が様々な問題意識を包括しているのだ。 
 しかし、「脱原発」というテーマに完全に包括されてしまっては、その根底にあるとされ
る「普段から生活で感じること」に対する解決策は見えてこない。個別的に抱えている就
労問題に対する不満などは、大きなテーマに回収されてしまい、「集団性」が「目的性」を
冷却させ、結局問題解決に至る道筋が閉ざされてしまう危険性も無視できるものではない
だろう。 
 同記事内で、デモを終えた人々を「まるでプロ野球の観戦を終えた人々のよう」と表現
していたが、その状況こそ、「集団性」による「目的性」の冷却を端的に表しているように
感じられてならず、「新たな社会運動の萌芽」として、それほどの期待を寄せられる事象で
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はないように思う。 
 前節において、「経済的な不安」は「アイデンティティの不安」と表裏一体であり、それ
が切迫しない限りは「アイデンティティの不安」の解消によって冷却されてしまう可能性
があることを述べた。そうすると、古市の「共同性が目的性を回収する」という分析は、
目的性の向けられている事象に「切迫性」がない場合にのみ有効なのではないか、という
疑問も向けられる。 
 そう考えると、「直ちに影響がない」という原発事故に回収されてしまう問題意識や、「世
界平和」に回収される問題意識は「共同性」によって冷却されてしまうと言えるかもしれ
ないが、切実な「明日をも知れぬ」貧困問題に直面している人々の活動は、また違った様
相を呈すのではないかとも考えられる。 
 湯浅誠らの提示する「ワーカーズコレクティブ」などのように、より切迫した問題を抱
えた人々の、具体的な目的を持った活動を調査・分析すれば、古市がピースボートより読
み取った傾向とはまた異なる結果が出る可能性がある。両結果を比較し、差異を明らかに
することで、若年世代の運動の姿をより明確につかむ努力をしなければ、「新しい社会問題」
に関する結論を出すことは難しいと言えるだろう。 
 本稿においては、「若年就労問題」に対する展望と、それに「新しい共同体」が効力を持
ちうるか、というテーマを論じてきた。論旨として、古市やデランティの分析を踏まえ、「現
状では機能するとは言い難い」という主張に落ち着いた。というのも、その活動を起こす
当事者たる「若者」たちが、パラサイト可能な環境にいる限り、その直面する問題が切迫
性を帯びてこないためである。 
 とはいえ、「若者が労働運動を起こさないのは、自らの置かれている状況の責任を自らに
帰しているからだ」と解釈する見方も有力である（本田 2011）。もしそうであれば、就労問
題の問題性が切迫し始めても、若年世代の運動が起こり始めることはないとも考えられる。
今後の更なる展望を考える上では、既存の意識調査の再分析などを利用し、上記の「若年
世代の社会運動」の研究と並立させ、様々な要素を複合的に分析していく必要があると言
えるだろう。 
 展望と呼べるまでの分析には至らなかったが、現状の若年就労問題とそれに対する「新
たな共同体」への期待、またその機能、そして「新たな運動体」の形の輪郭を明らかにし、
今後の展望に必要な知見と課題を得たところで、本稿を締めくくることとする。 
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